
STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 71331
組合名称 日新電機健康保険組合
形態 単一
業種 機械器具製造業

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

3,262名
男性80.6%

（平均年齢44.4歳）*
女性19.4%

（平均年齢43.3歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 6,444名 -名 -名
適用事業所数 9ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

21ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

86.37‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 1 0 - - - -

事業主 産業医 1 4 - - - -
保健師等 3 0 - - - -

第2期における基礎数値
特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 2,850 ∕ 2,996 ＝ 95.1 ％
被保険者 2,003 ∕ 2,025 ＝ 98.9 ％
被扶養者 847 ∕ 971 ＝ 87.2 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 347 ∕ 459 ＝ 75.6 ％
被保険者 332 ∕ 406 ＝ 81.8 ％
被扶養者 16 ∕ 53 ＝ 30.2 ％

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 10,670 3,271 - - - -
特定保健指導事業費 16,660 5,107 - - - -
保健指導宣伝費 16,445 5,041 - - - -
疾病予防費 101,266 31,044 - - - -
体育奨励費 0 0 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 920 282 - - - -
　
小計　…a 145,961 44,746 0 - 0 -
経常支出合計　…b 1,789,901 548,713 - - - -
a/b×100 （%） 8.15 - -

平成30年4月10日  [ この内容は未確定です。] 
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平成30年度見込み 平成31年度見込み

平成32年度見込み

(歳)

(人)
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男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

平成30年4月10日  [ この内容は未確定です。] 
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男性（被保険者）男性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 25人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 115人 25〜29 238人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 241人 35〜39 220人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 247人 45〜49 518人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 465人 55〜59 255人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 165人 65〜69 94人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 2人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 168人 5〜9 181人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 214人 15〜19 289人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 160人 25〜29 20人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 2人 35〜39 1人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 1人 45〜49 2人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 1人 55〜59 0人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 1人 65〜69 0人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 2人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 2人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 26人 25〜29 29人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 52人 35〜39 85人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 107人 45〜49 145人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 99人 55〜59 56人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 19人 65〜69 2人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 148人 5〜9 157人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 229人 15〜19 270人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 144人 25〜29 33人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 71人 35〜39 113人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 156人 45〜49 307人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 223人 55〜59 168人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 94人 65〜69 28人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 6人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴

【企業属性】電力エネルギー関連の設備製造メーカーで被保険者数は男性の比率が約８０％と高い。
４５〜５４歳が被保険者中約３８％、加入者全体でも約２８％を占める。
＜被保険者、被扶養者の分布数は、平成３０年２月末の実績数字を使用＞
【医療職体制】健保組合、適用事業所とも医療専門職が少ない。
　特定保健指導は外部委託に頼らざるを得ず、保健事業の成否は医療機関等と適切な連携ができるかに
　にかかっている。

平成30年4月10日  [ この内容は未確定です。] 

3



STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴
デ−タヘルス計画の推進基盤：2013年度に発足したセーフティネット労使検討会にて、データヘルス計画の具体的な実施内容について調整検討し、計画の円滑な実施を図る。

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　データヘルス計画
　保健指導宣伝 　ファミリー健康相談
　その他 　セーフティネット労使検討会(データヘルス実行体制)
　予算措置なし 　健康管理事業推進委員会
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　ホームページでの情報発信
　保健指導宣伝 　リーフレット等による情報発信
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査(被保険者)
　特定健康診査事業 　特定健康診査(被扶養者)
　特定保健指導事業 　特定保健指導(被保険者)
　特定保健指導事業 　特定保健指導(被扶養者)
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品の使用促進
　保健指導宣伝 　禁煙外来支援
　保健指導宣伝 　若年層メタボリック症候群対策
　保健指導宣伝 　健康づくりドック＆セミナー
　保健指導宣伝 　メンタルヘルス対策
　保健指導宣伝 　保健師活動費
　保健指導宣伝 　共同保健事業宣伝費
　保健指導宣伝 　異常値放置者・治療中断者への受診勧奨通知
　保健指導宣伝 　糖尿病性腎症重症化予防事業
　保健指導宣伝 　在職中死亡者の死因分析に基づくハイリスク者の減少を狙った保健指導事業
　疾病予防 　カフェテリアプラン制度（インセンティブ＆ペナルティ制度）
　疾病予防 　婦人科検診（乳がん、子宮がん検査）
　疾病予防 　胃検診
　疾病予防 　大腸検診
　疾病予防 　その他の検診
　疾病予防 　節目年齢ドック
　疾病予防 　健康バロメータチェック（59歳ドック）
　疾病予防 　脳ドック補助金制度
事業主の取組事業主の取組
　1 　定期健康診断、特定業務従事者健康診断
　2 　雇入れ時の健康診断
　3 　海外派遣者への健康診断
　4 　健康診断事後措置
　5 　就労制限
　6 　長時間勤務者への対応
　7 　休職者の支援
　8 　メンタルヘルス
　9 　社内報
　10 　セーフティネット労使検討会
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

平成30年4月10日 [ この内容は未確定です。]
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職場環境の整備職場環境の整備
保
健
指
導
宣
伝

8 データヘルス
計画

【目的】加入者の健康管理状況を把握するため、健診デー
タ及びレセプトデータを突合分析。加入者の更なる健康増
進を図る施策を検討、立案する。
【概要】データ分析を、データホライゾン社に委託し、分
析を行う。分析結果に基づき、データヘルス計画を策定し
、策定した保健事業を実施する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 3,837

・過去５年のレセプト及び健診結果突
合費分析結果を受領。分析の結果、在
職中死亡者の死因は、ガン及び生活習
慣病（糖尿病、脳血管疾患、心疾患）
であったことから、重症化予防事業に
２７年度より着手。

26年度組合会にて先行実施することを
承認済み　モデル健保に選定され、推
進中

（課題）人間ドックの健診データ、社
内診療所の紙レセプトなど他のデータ
と一括分析する上での問題を解決する
必要がある。

2

6 ファミリー健
康相談

【目的】加入者からの病気や医療機関受診要否などに関す
る相談受付体制の充実
【概要】外部委託による24時間電話相談、小児救急相談、
医療機関案内、Web相談等のサービスを提供

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 772 委託先　法研㈱
年間相談件数　１８１件

匿名での相談が可能
不安解消 − 3

そ
の
他

1
セーフティネ
ット労使検討
会(データヘル
ス実行体制)

【目的】加入者全体の安全・健康に関する諸問題を洗い出
し、課題解決に向けて調整、推進する。
【概要】デ−タヘルス計画の調整・検討等を推進する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 -

平成２８年６月２１日開催
木本統括産業医より２０１４年度健康
診断データベース分析結果報告があり
、分析結果に基づいて日新電機が取り
組むべき産業衛生活動の課題が提示さ
れ、意見交換を行った。

参画メンバーの半数以上が健保組合の
健康管理事業推進委員会メンバーを兼
任しているので、しかるべき課題があ
がったときに会議メンバーを召集しや
すい。

- -

予
算
措
置
な
し

1 健康管理事業
推進委員会

【目的】保健事業の中長期にわたる企画立案、実施計画の
策定と評価
【概要】労政、安全衛生、事業所総務、労組、健保（主管
）にて年２回開催し、理事会・組合会へ意見答申。

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 0

第１１回（平成２８年６月２１日開催
）
　若年者に対する保健指導が必要なこ
との同意が得られ、平成２９年度より
取り組むことが決定した。
第１２回（平成２９年２月９日開催）
①カフェテリアプランメニューの見直
し
　公募したメニューを選定、他
②若年層メタボリック対策について
　平成２９年度の実施方法について審
議

・節目年齢ドック、カフェテリアプラ
ンなどの保健事業が当社企業グループ
の加入者の健康維持・増進に不可欠な
インフラとなり、特定健診受診率・特
定保健指導実施率の実績も高いので、
労政、安全衛生、事業所総務、労組、
健保事務局等の保健衛生に関わる実務
関係者にとって保健事業のＰＤＣＡを
回すには、なくてはならない意思決定
機関であると認知された。

・企業グループとして健康宣言がまだ
できていない。
・健康保険組合から健康白書等の健康
指標統計を示せていない。

5

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2 ホームページ
での情報発信

【目的】情報発信、健康意識の醸成
【概要】医療保険制度、保健事業への取組みを幅広く提供
する

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 259

イントラネット、インタ−ネットにて
共に公開
・保健事業の改廃などにより目的のペ
ージにたどりつくまでのクリック数が
多くなり、見づらく探しづらくなった
ので、平成２６年１２月に全面リニュ
ーアルし、スマホにも対応させた。

・タイムリ−な情報提供により健保が
実施する保健事業の周知および参加率
の向上に寄与

- 4

2
リーフレット
等による情報
発信

【目的】保健事業の有効利用を促す情報提供
【概要】家族健診案内、被扶養者資格調査等、自宅直送時
に同時封入して周知、社内健診実施時に配布

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 32
・家族健診案内、被扶養者資格調査等
の送付時に同時封入して周知、社内健
診実施時に配布
・婦人科検診ＰＲ資料を家族健診案内
に封入

家族健診案内、被扶養者資格調査は、
重要な通知のため、全員が開封し内容
確認するので、年２回文書により（被
扶養者に対してまで）情報発信できる
機会がインフラとして存在する。

独身世帯に対する文書による情報発信
の機会がない。 2

個別の事業個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康診査(
被保険者)

【目的】特定健診の受診率向上
【概要】事業主が行う定期健診と併せて共同実施 被保険者 全て 男女

40
〜
74

全員 991

【28年度】
現役社員　受診者1,995名/対象者2,036
名
任意継続　受診者30名/対象者72名
合　計　受診者2,025名/対象者2108名
（受診率96.1％）

①事業主が行う定期健診と併せて共同
実施
②平成23年度末からカフェテリアプラ
ン加減点制度を開始し、特定健診の受
診にインセンティブ、未受診にペナル
ティをつけた。

― 4

平成30年4月10日 [ この内容は未確定です。]
予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価資格資格 対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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3
特定健康診査(
被扶養者)

【目的】特定健診の受診率向上
【概要】特定健診と婦人科検診をセットにした受診案内を
自宅に送付。

被扶養者 全て 男女
40
〜
74

全員 7,091

【28年度】
現役社員家族　受診者 865名∕対象者 9
78名
任意継続家族　受診者 22名∕対象者　3
8名
合　計　受診者 887名∕対象者 1,016名
（受診率87.3％）

①地区別に受診状況を調査し、契約受
診機関を追加。
②平成23年度末からカフェテリアプラ
ン加減点制度を開始し、特定健診の受
診にインセンティブ、未受診にペナル
ティをつけた。

①未受診者（約12％)のうち、約50名が
２年以上特定健診を受診しておらず、
また生活習慣病関連のレセプトもなく
健康状態が不明であり、これら者に対
する対策を検討する必要がある。
②非肥満（ＢＭＩ２５未満）でありな
がら、血圧、脂質、血糖値が受療勧奨
値以上のものが特定保健指導対象者数
より多く存在することが判明した。ヘ
ルスケア・リテラシーを高める対策が
必要である。

4

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導(
被保険者)

【目的】特定保健指導の実施率向上
【概要】平成23年度より現役社員は動機付支援を義務化し
た。現在、対象者全員（任継は除く）原則として義務化。

被保険者 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 11,008

【28年度】（申込み率）
動機付　実施者144名∕対象者163名
積極的　実施者203名∕対象者241名
合　計　実施者347名∕対象者404名
（実施率84.1％）

①事業主の許可を得て就業時間中での
実施。義務化層を徐々に拡大した。
②対象者が多い地区は指導メニューを
複数用意。時間・場所を個人別に調整
できる委託機関との契約。
③事業主の協力を得て申込みをＷＥＢ
システム化。申込みがない人を瞬時に
把握できるので、督促を複数回実施で
きる。

40歳到達で新たに対象者に加わる人が
絶えず、対象者数は毎年ほとんど変わ
らない。
改善できずに滞留する人等に対するマ
ンネリ感の払拭。

3

4 特定保健指導(
被扶養者)

【目的】特定保健指導の実施率向上
【概要】対象者に案内し、任意参加。 被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 620

【28年度】】（申込み率）
動機付　実施者10名∕対象者45名
積極的　実施者2名∕対象者11名
合　計　実施者12名∕対象者56名
（実施率21.4％）

時間・場所を個人別に調整できる委託
機関との契約。

任意参加のため、実施率が低く、初年
度の24.4%を上回ることができない。 2

保
健
指
導
宣
伝

8
ジェネリック
医薬品の使用
促進

【目的】薬剤費の軽減
【概要】ジェネリック医薬品の普及率向上を目指して、差
額通知を作成、配布

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 106

ジュネリック医薬品への切替で単月100
円以上減額可能な該当者489名（本人29
7名、家族192名)に対して通知。（２８
年9月末送付）
平成２８年度後発医薬品普及率(数量ベ
ース)＝64%
（２４年度の数量ベース実績43.3%）

差額通知についてノウハウのある業者
への委託
（基幹業務システムのベンダーにはノ
ウハウがない）

実施時期を変えて再度通知し、更なる
促進を図る（慢性疾患を対象に実施） 5

5 禁煙外来支援
【目的】喫煙習慣がある加入者を減らす
【概要】事業主診療所で行う禁煙外来指導の参加者で、指
導医により禁煙認定されたものに、薬剤費等の実費負担の7
0％を補助。

被保険者 全て 男女
20
〜
74

基準該
当者 182

【2017年4月の実施状況】
チャレンジ中 本社　3名
チャレンジ終了（累計）　本社38名、
前橋　6名、東京1名
中部支社…2014年7月から全面禁煙。

・診療所で禁煙チャレンジは、2010年
より実施。診療所のない事業所（東京
）は、提携医療機関で対応。
・平成28年から社内タバコ販売中止
・事業所内で分煙徹底。安全衛生管理
室で喫煙室の浮遊粉じん等調査し、副
流煙実態を調査。

診療所のない事業所、被扶養者に向け
てカフェテリアプランでの補助の可否
を検討する。

3

4
若年層メタボ
リック症候群
対策

【目的】良好な生活習慣づけを早期に指導
【概要】40歳未満者で、メタボリック症候群の基準に該当
する可能性が高い者へ保健指導を行う。

被保険者 一部の
事業所 男女

30
〜
39

基準該
当者 0

・平成２８年度は指導実績なし。
・健康管理事業推進委員会で平成２９
年度より実施することが決議され、決
算組合会で承認された。日新電機の京
都、前橋、東京地区にて平成２９年度
より開始予定。

・産業医が考える問題解決の方向性と
一致した。
・安全衛生法で定める健診事後面談の
形態をとるので、事業主も受け入れや
すく、生活習慣改善の早期実施につな
がる。

・地方店所の健診機関では、健診を行
うのみで、対面指導を行える保健師等
のスタッフがいない事業所がある。
・日新電機以外の事業主がまだ同意し
ておらず、全事業主に広げる必要があ
る。

1

5
健康づくりド
ック＆セミナ
ー

【目的】加入者の健康意識の向上
、人間ドックの体験
【概要】40歳到達被保険者対象
人間ドックを受診後、各人の結果報告書を基に検査結果の
見方や予防の仕方、受診勧奨等を指導。

被保険者 全て 男女
40
〜
40

基準該
当者 406

対象者43名中、37名が参加（82.2％）
。
・平成19年度から23年度迄は40歳以上
、一人１回限りの参加条件での実施、
累計1,098名参加
・健診結果の見方、放置した場合のリ
スクなどを保健師が指導。

・腹部CT検査を受け、内臓脂肪の蓄積
状況を目で見てメタボリック症候群か
否かを確認できる。（腹囲を測るだけ
では、自分に内臓脂肪がたまってきて
いるかを納得できていなかった。）
・初回の平成19年度に、早期がんが2名
見つかり一命を取り留めたことで、社
内で制度認知された。
・セミナーは同期入社が集まり、雰囲
気がよい。

・ドック受診に有給休暇取得要
・セミナ−は時間外に実施
（セミナ−未受講者には、通信教育）

4

平成30年4月10日 [ この内容は未確定です。]
予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価資格資格 対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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6 メンタルヘル
ス対策

【目的】精神疾患患者の減少
【概要】外部委託電話相談やメンタルヘルス教育の費用負
担等の支援

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 5,968
カウンセリング：延べ利用人数　22人
・グローバル人材へのセルルケアマネ
ジメント講習 3回（１３人）
・営業拠点（関西4回、中部2回）女性
特有のストレスマネジメント等

Ｈ２８年５月に事業主がＥラーニング
形式等でストレスチェックを実施。

・メンタル要因の傷病手当金支給実績
は、ほぼ横ばいで推移。
・何が原因でメンタル不全が起こるか
、起こさないためにはどうしたらよい
か、等の仮説を立てて主体的に取り組
み、ＰＤＣＡをまわす活動主体がない
。
いまのところメンタル不全者の復職支
援が対策の中心となっている

5

4 保健師活動費 【目的】加入者の健康意識の向上
【概要】要注意者を対象に生活指導等を行なう。 被保険者 全て 男女

0
〜
74

全員 115 健康管理ファイルを購入 ー − 3

2 共同保健事業
宣伝費

【目的】情報発信
【概要】一般加入員には、健康保険組合の医療保険制度へ
の取組みを幅広く情報提供し、健康保険組合事務局には法
改正等の最新動向を情報提供する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 164 イントラネット、インタ−ネットにて
共に公開

・タイムリ−な情報提供により保険制
度の周知および事務局運営に寄与 − 4

2
異常値放置者
・治療中断者
への受診勧奨
通知

生活習慣病の治療を中断した人、または健診受診後に異常
値を放置している人は、重症化するリスクが高くなる。対
象者を抽出、層別化後に受診勧奨を行ない、重症化予防を
目指す。
健診結果データとレセプトを突合し、治療中断者、異常値
放置者を抽出し、医療機関への受診勧奨を行う、

被保険者 全て 男女
20
〜
74

基準該
当者 1,987

①平成２７年３月通知分＜平成２５年
度健診結果に基づく通知＞
通知対象者２６３名が平成２７年４月
から７月に通院したかをレセプトデー
タにより検証（２月１日結果報告書受
領）。　８２名が医師受診（３１．１
％）
②平成２７年７月通知分＜平成２６年
度健診結果に基づく通知＞
通知対象者１７９名が平成２７年８月
から１０月に通院したかをレセプトデ
ータにより検証（３月２８日検証結果
報告書受領）。
１７９名中１２名が資格喪失で、１６
７名を検証、１７名が医師受診（１０
．２％）

治療放置者の中から毎年、数名が入院
し、高額の医療費がかかっている。
また、治療放置者の若干名が退職して
おり、問題として顕在化してきている
。

（課題）
事業主、産業医、健保組合等の連携体
制の構築
（阻害要因）
レセプトとの突合をしようとした場合
、着手できるのが、少なくとも３ケ月
後になる。
アンケート用紙などの紙媒体による回
収に時間がかかる、ＷＥＢシステムに
よる督促ができないと効率が悪い。

4

4
糖尿病性腎症
重症化予防事
業

糖尿病患者の腎機能の維持または機能低下速度を緩やかに
し、透析への移行を阻止する。
抽出基準は、国が実施する「保険者による糖尿病性腎症患
者の重症化予防事業」による抽出基準に従う。

被保険者
被扶養者 全て 男女

20
〜
74

基準該
当者 0

①平成２７年度健診結果に基づき、対
象者を抽出。
抽出条件に該当し、かつ２７年度に当
事業の保健指導を受けていないものは
、被保険者４名、被扶養者２名。産業
医とも相談し、被保険者３名を指導対
象者に選定。対象者に案内、督促した
が参加申し出はなかった。
②心・血管疾患発症予防事業に1814千
円を予算計上していたが、対象者抽出
も実施せず。

効果検証も済んで実績のある「呉市モ
デル」を利用できた。
協会けんぽが本事業に取り組んでいる
ため事業モデルの知名度が高く、医師
同意はスムーズにできる。
事業主から就業中の面談実施の許可を
取り付けている。

・糖尿病は自覚症状がないため抽出さ
れた該当者の危機意識が低く、保健指
導参加への説得が非常に困難。
・ＨｂＡ１ｃ７．０以上、尿蛋白＋２
以上、eGFR50未満といった重篤な健診
結果であるにも拘わらず、治療してい
ない（主治医がいない）人を散見する
。

1

4

在職中死亡者
の死因分析に
基づくハイリ
スク者の減少
を狙った保健
指導事業

健診データを基に脳血管疾患、心血管疾患に対する異常値
を有するリスク者を抽出し、かかりつけ医の同意の下で面
談・電話による保健指導を行う

被保険者
被扶養者 全て 男女

20
〜
74

基準該
当者 0

・平成２７年度
平成２６年度健診データより抽出した
対象者に案内送付。委託先および健保
事務局から勧奨した結果、４名（梅津
３名、前橋１名）が参加表明。
・平成２８年度
前年度の応募率が低かったことから見
送り。

対象者の抽出は、委託先のＤＰＰヘル
スパートナーズの抽出基準があったた
め、導入は容易。

・自覚症状がないため抽出された該当
者の危機意識が低く、保健指導参加へ
の説得が非常に困難。

1

平成30年4月10日 [ この内容は未確定です。]
予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価資格資格 対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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疾
病
予
防

3,5
カフェテリア
プラン制度（
インセンティ
ブ＆ペナルテ
ィ制度）

【目的】加入者の健康促進
【概要】被保険者一人当たり3万点（1点1円）を付与し、
健康維持・増進に役立つメニューを提供。
平成23年度末より健診の受診有無を条件とした加減点制度
の適用開始。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 27,899

①利用状況
利用者1,457名/対象者3,090名（利用率4
7%）
・平成29年4月1日加減点状況
減点：0点　59名（1.8％）
　　　半減　31名（1.0％）
加点：3〜9万点　859名　(27,1％)
上限9万点　2,174名　(68.5％)
任継者：2万点　50名(1.6%)
②主なメニューの利用状況
・インフルエンザ予防接種　
　本人　６０６件、家族１３２０件
・歯科検診
　本人　３３４件、家族　１４６件
。スポーツ施設利用補助
　本人　２０３件、家族　３８件

①内製のＩＴによる申請システムで運
用しているため制度運営の柔軟性が高
い。
②提供メニューは健康管理事業推進委
員会で定期的に改廃。予防、健診補助
を中心に付加メニューとして体育奨励
、健康器具も用意している。
③特定健診受診率向上を狙い加減算制
度を開始し、被扶養者の受診率は８０
％以上となった。

独身者の利用が少ない。 2

3
婦人科検診（
乳がん、子宮
がん検査）

【目的】婦人科系悪性新生物の早期発見・早期治療
【概要】（被保険者）定期健診とは別に健診機関に赴き受
診　（被扶養者）家族健診時に案内、カフェテリアメニュ
ーに加えるなどして、費用の一部補助

被保険者
被扶養者 全て 女性

20
〜
74

全員 8,937

対象者　被保険者523名　被扶養者1,01
0名（　　）内は受診率
被保険者　乳がん　 345名（66％）
　　　　　子宮がん 310名（59％）
被扶養者　　乳がん 562名（56％）
　　　　　　子宮がん 533名（53％）

早期発見、早期治療できた事例が多数
有り
・人数が一番多い京都地区は、個別メ
ールによる案内、申込み受付をＷＥＢ
システムを介して行ない、未回答者に
は複数回督促する等により申込率７２
％まで向上し、被保険者受診率が初め
て６０％到達
・受診者、未受診者にアンケート調査
を実施 ①個別案内と適宜の督促、②検
査の必要性の啓発、が必須と判明。

・対象者の婦人科検診への抵抗感、検
診の必要性に対する意識が低い
・定期健診と別時期での実施。
・ＷＥＢ申込システムを京都地区以外
にも展開し、受診率向上を図る。
・統計から子宮がんは４０歳未満での
発症が多く、４０歳未満者へのアプロ
ーチが必要
・精密検査対象者のフォローが出来て
いない。

3

3 胃検診
【目的】胃の疾患の早期発見・早期治療
【概要】バリウム検査を廃止して、24年度からABC検査を
実施。

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 644
受診者152名/対象者156名＜新入社員、
未受診者＞（受診率97％）
・全被保険者対象に、24年度に実施済
み。（1回限り）

定期健康診断時に、他の血液検査と同
時に実施。（同時不可の地区は、郵送
検診にて実施）
・海外赴任の未受診者は、帰国時検診
受診時に検査を追加

（課題）フォロ−体制が不十分。
・２４〜２６年度レセプトとABC判定
データを突合した結果、Ｂ判定者３９
５名の５９．２％、Ｃ判定者２０３名
の４１．４％が未受療と判明。

4

3 大腸検診
【目的】大腸疾患の早期発見・早期治療
【概要】（被保険者）定期健康診査時に同時に実施　（被
扶養者）家族健診時に案内、カフェテリアメニューに加え
るなどして、費用の一部補助

被保険者 全て 男女
40
〜
74

全員 1,755 被保険者　受診者1,470名/対象者1,677
名(受診率88％)

・被保険者は定期健康診断と同時に実
施。
・人間ドック受診者は、全員が大腸検
査を受ける為、被保険者受診率が８０
％を超えるようになった。

①未受診者１５％への対策立案
②精密検査対象者が実際に大腸ファイ
バー検査を受けたか、等のフォローが
できていない。

4

3 その他の検診
【目的】40歳未満の定期健康検査項目の充実
【概要】定期健診で（安衛法）法定外検査（40歳未満者の
血液・心電図検査。腎機能血液検査）を実施。

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 4,236
被保険者の血液検査に腎機能検査（尿
酸、クレアチニン、ＢＵＮ）を追加。
２，５６６名に実施

①健康診断＝血液検査、という意識が
あるため、従前の血液検査が省略され
た定期健診に不安感があり、導入の際
に、40歳未満者は歓迎した。
②若年齢者保健指導を行うにあたりバ
ックデータとなり、事業主に若年齢者
にもメタボリック症候群予備群が存在
することを数字で示せた。

（課題）
・腎機能検査は特定健診項目でないた
め健診データ（XML）受取が出来てい
ない。

4

3 節目年齢ドッ
ク

【目的】定期健診では発見しづらい疾病の早期発見。
【概要】・45〜55歳の5歳刻み対象者の人間ドックを実施
。各種オプション検査受診機会の提供。
・ピロリ菌以外の原因による胃部疾患の早期発見。

被保険者 全て 男女
40
〜
55

全員 10,041

363名中302名が受診申込（83％）
対象年齢40歳：
申込者37名、対象者45名、申込率82.2
％※
対象年齢45、50、55歳：
申込者265名、対象者318名、申込率83.
3％※

平成19年度から健康づくりドック＆セ
ミナー（一人1回限り40歳到達者）を開
始し、受講済者の人間ドック受診希望
が高い。
・胃ＡＢＣ検診導入を機にバリウム健
診を廃止した代替として胃部精密健診
の受診促進を図るため導入

・周知不足（バリウム検査廃止した7の
で、ドック受診が胃がん検査に代替に
なっていることが末端にまで徹底でき
ていない。）
・一部自己負担（10％）がある。
・ドック受診に有給休暇の取得が必要
。
・人間ドック検査データ（特定健診項
目以外）のシステムへの取込みが課題
である。（現状は1検査に対し複数のJL
AC10コードが存在し、各検査機関によ
って違うため、分析ができない）

4

平成30年4月10日 [ この内容は未確定です。]
予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価資格資格 対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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3
健康バロメー
タチェック（5
9歳ドック）

【目的】さまざまな疾病の早期発見
【概要】本人、家族が総合成人病検診（人間ドック）を受
診、健康状態の総点検。

被保険者
被扶養者 全て 男女

59
〜
59

全員 1,681
被保険者　受診者26名　対象者30名　
申込率86.6％
被扶養者　受診者22名　対象者24名　
申込率91.7％

・自己負担なし
・定年を前に自分にあった雇用形態選
択の一助となるよう健康面での総点検
を被扶養者と共に実施

・ドック受診に有給休暇の取得が必要
。
・人間ドック検査データ（特定健診項
目以外）のシステムへの取込みが課題
である。（現状は1検査に対し複数のJL
AC10コードが存在し、各検査機関によ
って違うため、分析ができない。）

4

3 脳ドック補助
金制度

【目的】脳疾患の早期発見
【概要】節目年齢ドック（45〜55歳）または59歳ドックの
実施時に、1回のみMRI・MRA検査を5,000円の自己負担で
受診可能にする。

被保険者 全て 男女
45
〜
59

全員 5,467
59歳：申込者21名、対象者26名、受診
率81%
45、50、55歳：申込者220名、対象者2
65名、受診率83%

・平成23〜25年に、毎年、在職社員に
重篤な脳疾患患者が発生。患者の同職
種、同年代者の間で危機意識が高まっ
た。
・事業主が海外駐在者に対し、年齢区
分なしにMRI検査を制度化。
（既駐在者は一時帰国時に一律実施し
、赴任予定者には検査を実施し適否を
判断。）

・高額検査のため、制度維持に難点が
ある。
現状は、定年までに必ず１回は受ける
ことを推奨している。
・精密検査対象者のフォローができて
いない。

4

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

平成30年4月10日 [ この内容は未確定です。]
予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価資格資格 対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組
定期健康診断、特
定業務従事者健康
診断

労働安全衛生法に基づき実施 被保険者 男女
18
〜
75

法定
受診者2,959名/対象者3,047名　（受診率：97.1
%）

大規模事業所は社内で就業時間中に実施 ― 有

雇入れ時の健康診
断 随時、安衛法に基づき実施 被保険者 男女

18
〜
75

法定 ― ― 無

海外派遣者への健
康診断

・随時、安衛法に基づき実施　
・該当年に脳ドックも実施 被保険者 男女

18
〜
75

2012年度より赴任前健診に、
脳ドック（MRI・MRA）検査を追加。 ― ― 無

健康診断事後措置 要精密検査、要治療者及び受診結果の把握、産業医の意見聴取（就
労判定） 被保険者 男女

18
〜
75

随時 ― ― 無

就労制限 復職時等の就労制限、見直し面談 被保険者 男女
18
〜
75

随時 ― ― 無

長時間勤務者への
対応 問診票の提出と産業医による面談、関係部門への勧告 被保険者 男女

18
〜
75

随時 ― ― 無

休職者の支援 休職中・復帰時・復帰後のフォロー 被保険者 男女
18
〜
75

随時 ― ― 無

メンタルヘルス
ラインケア・セルフケア
カウンセリング(社内・社外)
ストレス診断対象者全員　第1回2006年（回答率89%）第2回 2012
年対象者全員（回答率90%）

被保険者 男女
18
〜
75

セルフケア研修を2014年9月に対象者全員が受講
済。健保が外部機関への委託費用を負担

26年度は人事部管理職を対象とした、メンタル
ヘルス・マネジメント検定試験を受験予定。 ― 有

社内報 健康・安全・衛生のペ−ジに適宜執筆し広報
（社内報発行４回/年）

被保険者
被扶養者 男女

18
〜
75

26年度　カフェテリアプラン制度、デ−タヘル
ス計画の記事を執筆し発行

・タイムリ−な情報提供により健保が実施する
保健事業などの周知

・自宅へ持ち帰らない社員（家族と共有無し）
が存在する 有

セーフティネット
労使検討会

安全と健康に関する基本的な情報の提供。
データヘルス計画の具体的な実施内容について調整検討 被保険者 男女

18
〜
75

加入者全体の安全・健康に関する諸問題を洗い
出し、課題解決に向けて調整
（参画メンバ−）事業主・労組・共済会・健保
、オブザ−バ−産業医、保健師、看護師

― ― 有

平成30年4月10日 [ この内容は未確定です。]

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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ＳＴＥＰ１－３ 特定健診・保健指導の実施状況等

図①、図②は、法研へるすあっぷ２１
2017.１２月号 弊組合紹介記事より

図④：被扶養者（４０歳以上）

メタボック症候群の対象者・占有率推移
図③：被保険者（４０歳以上） 階層化判定「情報提供」対象者の

服薬に関する問診回答数の推移

・被保険者のメタボリック症候群階層化判定の該当者数が、特定保健指導実施率が７０％以上であるにも拘わらず、４０歳到達者が新たに加わるなどにより
４００名前後で横ばいが続いている。

・被保険者の「積極的支援」の該当者率は、平成２０年度の１５．２％から平成２８年度の１１．６％へと減少傾向にあるが、「情報提供」の服薬者の伸べ人数が
２００８年度の３８７名から２０１６年度の５３２名と３７％増加しており、服薬により特定保健指導の対象外になったための減少しているものと、と推定される。
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ＳＴＥＰ１－４ 医療費の分析 ＜１／２＞

40～60代前半は新生物、50代後半～60代後半は循環器系の疾患が高く、在職者死亡の要因疾病の医療費構成率が高いこと
が、年齢層毎の医療費構成でも裏付けられ、生活習慣の改善など必要かつ具体的な対策を講じる必要がある。

・新生物…患者一人当たりの入院医療費が約960,000円(1位)と高額であり、患者数(延べ人数)は全体の3位である。

・循環器系疾患（生活習慣病起因の疾患）…患者一人当たりの入院医療費は約500,000円(4位)と高額であり、患者数(延べ人
数)は全体の４位である。
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ＳＴＥＰ１－４ 医療費の分析＜２／２＞

被保険者一人当たり医療費の推移（決算概要表より）

（被扶養者）

健診受診率が上がると、
一時的に医療費が増加
するが、２～３年を経て
減少の傾向

（被保険者）
２０１３年度以降は、
特定保健指導の義務化、
節目年齢ドック制度導入
の効果もあって
１０５～１１０千円で推移

肺がん、子宮がん、
脳梗塞、白血病、等
の医療費による増加

・被扶養者の医療費は、２００７年度以降高止まりしている。

健診受診率が４６％から８４％超へ上がったことによる効果と推察されるが、健診データとレセプトとを突合し、被扶養者の健康
状態を把握したうえで、必要かつ具体的な対策を講じる必要がある。

・被保険者の在職中死亡者が２００９年以降急増。

２００９～２０１２年度までは悪性新生物が主な死亡原
因であったが、２０１２年度以降は悪性新生物に加え、
４０～５０歳代の心疾患や脳疾患などの生活習慣病
起因の重症化疾患を発症し死亡に至るケースが増加。
2013年度に特定保健指導義務化、節目年齢人間ドッ
ク制度を導入したことで、２０１６年度以降は年度に
１名ペースに減少した。

死亡には至らないものの異常値放置者が入院するこ
とは継続しており、事業主等と協働した対策を講じる
必要がある。
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ＳＴＥＰ１－５ 健診結果データの分析 ＜１／３＞

健診結果値判定区分表

※日本人間ドック学会の判定区分（2016年4月1日改定）に準拠

判定：A　異常なし（黒字）、B　軽度異常（緑字） 、C　要経過観察・生活改善（橙字） 、D　要治療・要精密検査（赤字）

収縮期血圧 [mmHg]

判定 A B C D

男性

女性

拡張期血圧 [mmHg]
判定 A B C D

男性

女性

中性脂肪 [mg/d l]
判定 D A B C D

男性

女性 低値　０人

HDLコレステロール [mg/d l]
判定 D C A D

男性

女性

LDLコレステロール [mg/d l]
判定 D A B C D

男性

女性

空腹時血糖 [mg/d l]
判定 A B C D

男性

女性

HbA1c [%]
判定 A B C D

男性

女性

180 ～

0.0 ～ 5.6 ～ 6.0 ～ 6.5 ～

30 ～ 150 ～ 200 ～

0 ～ 60 ～ 120 ～ 140 ～

0 ～ 100 ～ 110 ～ 126 ～

400 ～

0 ～ 30 ～ 40 ～ 120 ～

0 ～

２３人

３３人

0 ～ 130 ～ 140 ～ 160 ～

0 ～ 85 ～ 90 ～ 100 ～

高値１人　、低値　３人

１９人

１３人

１１人

高値４１人　、低値　１４人

判定Ｄで放置者（レセプトなし）
　＜伸べ人数＞

GOT(ＡＳＴ) [U/I]
判定 A B C D

男性

女性

GPT(ＡＬＴ) [U/I]
判定 A B C D

男性

女性

γ_GT [U/I]
判定 A B C D

男性

女性

クレアチニン
判定 A B C D

男性 0.00 ～ 1.01 ～ 1.10 ～ 1.30 ～

女性 0.00 ～ 0.71 ～ 0.80 ～ 1.00 ～

尿たんぱく
判定 A B C D D

男性

女性
1 2 3 4 5

0 ～ 31 ～ 41 ～ 51 ～

0 ～ 51 ～ 81 ～ 101 ～

0 ～ 31 ～ 36 ～ 51 ～ １８人

５７人

９５人

２人

４人

異常値放置者（被保険者）の現状 ＜２０１６年度健診結果より＞

※① 要経過観察・生活改善
※② 「要治療要精密検査」で受診済者
※③ 「要治療要精密検査」で放置者

← 健康白書Ｐ－１１より
抜粋
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ＳＴＥＰ１－５ 健診結果データの分析 ＜２／３＞

被扶養者の健診結果分析 ＜２０１５年度健診結果より＞

肥満者
ＢＭＩ≧２５

非肥満者
ＢＭＩが２４．９以下

男女計 男 女 男女計 男 女

異常
ＬＤＬ≧１８０ｍｇ／ｄｌ
またはＴＧ≧１０００ｍｇ／ｄｌ

13 1 12 25 0 25

１８０ｍｇ／ｄｌ＞ＬＤＬ≧１４０ｍｇ／ｄｌ
または１０００ｍｇ／ｄｌ＞ＴＧ≧３００ｍｇ／ｄｌ

61 0 61 163 0 163

保健指導判定値
を超えるレベル

１４０ｍｇ／ｄｌ＞ＬＤＬ≧１２０ｍｇ／ｄｌ
または３００ｍｇ／ｄｌ＞ＴＧ≧１５０ｍｇ／ｄｌ
または　ＨＤＬ　＜　４０ｍｇ／ｄｌ

③特定保健指導の積極

的な活用と生活習慣の改
善を

④生活習慣の改善を 45 1 44 178 0 178

正常 基準値範囲内
ＬＤＬ＜１２０ｍｇ／ｄｌ　かつ
ＴＧ＜１５０ｍｇ／ｄｌ　かつ　ＨＤＬ≧４０ｍｇ／ｄｌ 46 1 45 340 1 339

165 3 162 706 1 705

１３人中　９人治療放置 (69%) ２５人中　２２人治療放置 (88%)

⑤今後も継続して健診受診を

計

肥満者 （ＢＭＩ≧２５） 非肥満者（ＢＭＩが２４．９以下）

健診判定

受診勧奨判定値
を超えるレベル

①すぐに医療機関の受診を　 (red zone)

②生活習慣を改善する努力をしたうえで、数値が改善

しないなら医療機関の受診を  (orange zone)

対応「脂質異常の健診判定と対応」

上記の、健診判定およびその対応は、厚生労働省健康局「標準的な健診・保健指導プログラム：改訂版）」を
国立保健医療科学院・今井博久研究官が一部改変し、「特定健診・特定保健指導実践ガイド」にて発表したもの

肥満者
ＢＭＩ≧２５

非肥満者
ＢＭＩが２４．９以下

男女計 男 女 男女計 男 女

異常
収縮期血圧≧１６０mmHg
または拡張期血圧≧１００mmHg 11 0 11 8 0 8

１６０mmHg＞収縮期血圧≧１４０mmHg
または１００mmHg＞拡張期血圧≧９０mmHg

24 2 22 36 0 36

保健指導判定値
を超えるレベル

１４０mmHg＞収縮期血圧≧１３０mmHg
または９０mmHg＞拡張期血圧≧８５mmHg

③特定保健指導の積極

的な活用と生活習慣の改
善を

④生活習慣の改善を 23 0 23 78 1 77

正常 基準値範囲内
収縮期血圧＜１３０mmHg　かつ
拡張期血圧＜８５mmHg

107 1 106 584 0 584

165 3 162 706 1 705

１１人中　６人治療放置 (54%) ８人中　５人治療放置 (62%)

健診判定

対応 肥満者 （ＢＭＩ≧２５） 非肥満者（ＢＭＩが２４．９以下）「血圧高値の健診判定と対応」

受診勧奨判定値
を超えるレベル

①すぐに医療機関の受診を　 (red zone)

②生活習慣を改善する努力をしたうえで、数値が改善

しないなら医療機関の受診を  (orange zone)

⑤今後も継続して健診受診を

計
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ＳＴＥＰ１－５ 健診結果データの分析 ＜３／３＞

糖尿病治療放置者（被保険者）の現状 ＜２０１６年度健診結果を学識経験者提唱モデルで分析＞

＜糖尿病重症化予防対策（案）＞
①ハイリスク治療放置者１０名： 受診勧奨通知送付後も通院していない場合は

事業主、産業医等と協働し介入
②ミドルリスク治療放置者８名： 糖尿病に関する保健指導
③ハイリスク、超ハイリスクの社内診療所通院者４名 ： 糖尿病専門医へ主治医変更

対応不要
レベル

情報提供レベル
受診勧奨

（集団対応レベル）

ＨｂＡ１ｃ＜５．６ ５．６≦ＨｂＡ１ｃ＜６．５ ６．５≦ＨｂＡ１ｃ＜７．０ ７．０≦ＨｂＡ１ｃ＜８．５ ８．５≦ＨｂＡ１ｃ

1,106 688 47 45 15 1,901

79 107 33 32 14

投薬中 24 17 26 14

経過観察中 79 83 16 6 0

6 3 1

投薬中 5 3 1

経過観察中 1

8 10 0 18

2 3

Ｄ＝（Ａ－ＢーＣ）
糖尿病　治療放置者

（Ｄ）のうち
統括産業医・指導中

医療機関連携・個別対応レベル 検査
受診者
合計

（Ａ）ＨｂＡ１ｃ検査受診者

（Ｂ）レセプト有（糖尿病）

（Ｃ）梅津診療所

①

③

②
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